
使用料・手数料（受益者負担分）
国・県支出金

市債

総事業費（Ａ+Ｂ）

人 人

投入人員
（当該事務事業に
対して１年間に投
入した人員）

任期付職員(保育士)
任期付職員(子ども家庭支援員)

再任用フル
任期付職員(CW・水質)

再任用短
会
計
年
度

1級フル
1級パート
2級パート

0

光熱水費

0.00

-

人

219,120 231,705

1,323 2,951
00.00

0.00

0.00

0.00

人 00.00 人 0 0.00

0.00

予算科目・事業

0.00

５．事務事業実施にかかるコスト（決算成果説明書と連動）

説
明

一般会計

実 績

2 中 6学校施設管理事業費

会計
大

1 10 教育費

正職員
人

経費区分

説
明

実 績水銀灯・蛍光灯をLED化すること
で、電気料金と電気量を削減

229388

231705

学校管理費

本年度実績 次年度見込

1

0

本年度実績 次年度見込
0 5

0

特別会計

目標値 0

手
段

方法・働きかけ
（活動指標）

意
図

対象をどのように
したいか
（成果指標）

千円 231,705

省エネ・地球環境への配慮等に対する意識を高め、創意工夫をしたり取組を推進することにより、電気代を抑える。

指標の説明（算式等）

216929

本年度実績 次年度見込

直接事業費のうち
の主な歳出内訳 0

2,851

人

00

0

0

人 0

0.00 人

0.20

219,120

253,070

3,377

0

人

0

0.00

0.00

0 0.00

0

人件費計（Ａ）
直接事業費（Ｂ）

231,705

210

253,070

234,656 256,447

0

0.10

事業費

0.00 人

220,443

人 0 0.00

人 5260.10 人

234,656 256,447
財源内訳

0 0

0 0

一般財源
その他（　　　　　　　）

00

0

0

0

220,443

令和6年度 飯塚市事務事業評価シート

担当部 作成者職名 作成者氏名 所属⻑職名

事務事業名

年7令和

事務事業№

所属⻑氏名

作成日2月6

525 - 24

１．基本情報
小中学校施設管理事業（光熱水費）

担当課 担当係

照明器具の更新

方向性 達成目標年度

2,688

項 目2 小学校費

本年度実績（千円） 増減理由（10％以上の場合）

款
義務的経費 －

前年度実績（千円）（R2以降）
1,1130.14

-

単位 達成目標値
校 22

指
標

前年度実績単位 達成目標値

一般会計

目標値

前年度実績
目標値

単位
千円

達成目標値
前年度1％削減

説
明

実 績 219120
電気代、水道代、ガス代の合計

方向性
減少

指
標

方向性 達成目標年度
増加 令和12年度

事業

0 0.00 人 0.00

263

0

0

0

小学校施設管理費【義務】 他 1

0.00 人

0.35 人
次年度予算（千円）

0.33

00.00

人

人
人 人

市内小中学校（29校）

４．成果指標（決算成果説明書と連動）

-

指
標

前年度実績

平成３１年度に、市内各小中学校全校の普通教室等に、空調設備が導入されたことにより、特に、電気料金が増加する
ことが予想されるため、その抑止に、各学校へ「飯塚市立小・中学校空調設備運用指針」を配布し、取組みを促す。年
に3回エネルギー管理マニュアルを学校より提出してもらう。

２．事務事業の概要及び目的（決算成果説明書と連動）

毎年度

エネルギー管理マニュアルに基づい
た省エネ対策

令和6年度の電気代、水道代、ガス代
の合計

達成目標年度

光熱水費

３．活動指標（決算成果説明書と連動）
指標名

-

エネルギー管理マニュアル

教育・文化
斎藤　浩

飯塚市立小・中学校空調設備運用指針

校 29 29 29

単位 前年度実績 本年度実績 次年度見込

-

事務事業類型 施設維持管理事業

根拠法令・条例・
要綱等

教育施設課

その他の計画

概
要

対
象

個別計画

全部直営 なし

課長

事業終了年度

総合計画
政  策 5

2
5

施  策
基本事業

施設整備係

補助金等の支給

確かな学力を育む教育の推進

事業開始年度

光熱水費

実施手法

原　郁斗

働きかける
相手・もの

不明 -

施策体系

教育施設の管理に係る、電気・水道代

教育部 主事補

学校施設の環境整備の推進

229,388219,120

実施計画期間

人0

人

人

0.00 人

人 0
人 0

0.00



評価の理由、または認識している課題を記載

成果の方向性

コスト投入の方向性

成果の方向性

コスト投入の方向性

縮小

現状維持

現状維持

【
理
由
】
【
理
由
】

各学校へ、空調設備等に関する運用指針を配布し、省エネ・地球環境への配慮等に対する意識を高め、取組
みを推進する。
今後も、省エネ・地球環境への配慮等に対する意識を高め、取組みを継続していく必要がある。

引き続き、各学校に運用をしてもらい、省エネ・地球環境への配慮等に取組みを行う。運用指針についても、状況等に
より見直しを行い、学校と共に取組みを進める必要がある。

８．今年度評価における成果と課題（決算成果説明書と連動）★

昨年度から新型コロナウイルスが5類に引き下げられたことから、窓を開けたままの運用を行う学校が減ったため、昨年度と同条件での
比較ができた。

【
課
題
】

エネルギーの使用状況から省エネが停滞している事業者に位置付けられていることからも、エネルギー管理マニュアルに基づき、各教
室に適した温度設定を心掛け、こまめに電源を切るなど、使用量の削減に向けての注意喚起を行っていく必要がある。

【
成
果
】

７．前年度評価時の計画と実績

前年度改善策に対する実績 ★    ※上記の改善策に対して今年度に実施できたこと、などを記入

前年度記載した改善策（課題解決や改革・改善に向けて、予算を含めた具体的な方策）★

現状維持
コストの方向性

現状維持

コスト（人・予算等）を
必要とし、中⻑期的に実
施する改善策

９.今後の事業の方向性と改善策

各学校において、省エネや地球環境への配慮を行ってもらった。

次年度以降の改善策（課題解決や改革・改善に向けて、予算を含めた具体的な方策）★

６．事務事業の事後評価★

成果の方向性

拡充

次年度以降に予算（コス
ト）を必要とせず、直ちに
実施できる改善策
次年度以降に予算（コス
ト）増を必要とし、中⻑期
的に実施する改善策

-

引続き、各学校に運用をしてもらい、省エネ・地球環境への配慮等に取組みを行う。運用指針についても、状況
等により見直しを行い、学校と共に取組みを進める。

前年度評価★

評価視点 評価

妥当性
評価 高い

高い効率性
評価

学校の設置者である市は、その設置した学校を管理し、その学校の経費を負担する必要がある。

各学校へ、空調設備等に関する運用指針を配布し、省エネ・地球環境への配慮等に対する意識を高
め、取組みを行う。

今後も、省エネ・地球環境への配慮等に対する意識を高め、取組みを継続していく必要がある。

-

近年の猛暑による影響で、今後学校へのエアコンの設置が増加し、電気使用量や料金についても、増加していく
ことが予測されるため、電気使用量の削減に向けた照明器具のLED化等も検討していく必要がある。

早期のLED化や、空調設備の導入により学校環境衛生基準を満たしやすい環境の整備に努め
ること。

教育委員会全体で一括発注やPFI導入により、コスト削減を図り、事業を実施すること。全
庁的な問題として改善を図ること。

有効性
評価 高い

評価区分

一次評価

評価変更
理由

コスト（人・予算等）を
必要とせず、ただちに実
施できる改善策


